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事業事前評価表 
 

国際協力機構人間開発部高等・技術教育課 

１．案件名                                        

国 名：マレーシア国 

案件名：和名「マレーシア日本国際工科院整備事業附帯プロジェクト」 

英名 Technical Cooperation Project for the Development Project of Malaysia-Japan 

International Institute of Technology 

 

２．事業の背景と必要性                                  

（1）当該国における高等教育セクターの現状と課題 

1980年以降、マレーシアでは投資促進法の制定に伴う外国製造業の進出により、従来の農

林水産業に代わって製造業のシェアが拡大し、2009年には製造業のGDPに占める割合は25.5％

となっている。他方で、近年、自由貿易協定の進展によるASEAN域内の関税引き下げや、低

廉な労働力を背景とする中国等の新たな生産拠点の台頭など、マレーシアをとりまく経済環

境が変化するなか、マレーシアの経済を牽引している製造業においては、外資主導による部

品・中間財を輸入に依存した部品組立・加工を中心とする労働集約型の生産拠点から、製品

設計や研究・開発機能を併せた知識集約的な生産拠点にシフトする動きもみられ、こうした

産業の高付加価値化や生産性の向上に対応し得る高度な技術を有する人材の需要が高まって

いる。 

このような産業構造の転換と人材需要の変化がみられるなか、高等教育セクターでは、1990

年代後半以降、一連の法改正1により、高等教育機関の拡充が進められており、大学や技術専

門学校、コミュニティカレッジ（地域短期大学）等の新設・拡充による公立教育機関の学校

数や学生定員の増加のほか、マレーシア国内における海外大学の分校設立、海外高等教育機

関との提携プログラムなどの私立教育機関の新設・拡充が図られている。かかる拡充により、

国内の大学は、1995年の国立大学8校、私立大学0校から、2011年にはそれぞれ20校、36校に

増え、国内の高等教育就学率は1998年の23％から、2010年には42％に増加した。高等教育就

学人口数は1996年の53万人から、2010年には87万人に増加している。 

しかしながら、高等教育就学者は増加しているものの、2009年にマレーシアで高等教育を

修了した学生のうち、27％は卒業後半年の時点で未就職であり、就職した学生のうち、33％

は月額1,500リンギット以下の収入しか得ていない2。学生の就職率が低い主な理由として、マ

レーシア産業界からは、労働倫理、コミュニケーション能力、チームワークやリーダーシッ

プなどのソフトスキルの欠如も指摘されている。 

また、高等教育就学者の増加に伴い、生産管理などを担うエンジニアの労働人口自体は増

加しているが、知識集約的な生産拠点を担うために必要とされる高度な人材の確保という観

点からは、研究開発（R&D）能力を備えた高度教育人材の供給が不足しているとされている3。 

                                                        
1 1995年に、大学及び大学カレッジ法が改定され、これにより国立大学の法人化が推進された。また、1996 年には、教育法及

び私立高等教育機関法が改定され、私立高等教育機関が公認された。 
2 Tenth Malaysia Plan 2011-2015, EPU。1リンギット＝約30円。 
3 Report on Survey of Industrial Human Resource Development in Malaysia 
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今後、マレーシアが順調な経済発展を遂げ、先進国入りを果たすためには、労働市場の需

給ギャップを埋めるべく高等教育の質の改善を行い、R&D能力を備えるなど高度な技術知識

及び労働倫理を総合的に習得した、産業界が求める人材の育成ニーズに応えることが課題と

なっている。 

 

（2）当該国における高等教育セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

マレーシア政府による「第10次5カ年計画（2011～2015）」では、持続的な経済発展のため、

技術開発やイノベーションの促進、R&D活動強化等を重視し、産業界のニーズに合致した高

度な知識を有した人材の供給拡大を行うとしている。 

また、「高等教育戦略計画（2007～2020）」において、経済発展を遂げるためには、一流の

知能を有する人材を育成することにより、知的集約型経済の構築及びイノベーション創出が

必要であるとし、R&D促進、高等教育の拡充、大学の国際化等を重点施策と位置づけている。

具体的方策として政府が指名する6つの研究重点大学の1つであるマレーシア工科大学

（Universiti Teknologi Malaysia：UTM）に、マレーシア日本国際工科院（Malaysia Japan 

International Institute of Technology：MJIIT）を設立し、多くの日本の工学系大学が取り入れて

いる研究重視・研究室中心の教育4による最先端の技術知識や労働倫理の習得を促進すること

をめざしている。 

わが国は、2011年12年に貸付契約を締結した円借款事業「マレーシア日本国際工科院整備

事業」（上限66億9,700万円）において、MJIITの教育・研究資機材などを整備することで工学

教育の特長を生かした教育・研究の拠点を確立する支援を行っている。本事業は、現在派遣

中の2名の有償資金協力専門家（副院長及び業務調整/産学連携）に加えて追加投入を行うこと

で円借款事業の円滑な実施をめざすものであり、マレーシア政府の開発政策と合致している。 

 

（3）当該国における高等教育セクターに対するわが国及びJICAの援助方針と実績 

2012年4月の対マレーシア国別援助方針において、先進国入りに向けた均衡のとれた発展へ

の支援を重点分野とし、わが国の経験や高い技術を活用した協力や人的交流を通じた両国間

の理解促進を推進することとしている。 

また、2010年4月に鳩山首相（当時）とナジブ首相の間で発表された「日・マレーシア共同

首脳声明」においては、マレーシア政府が東方政策を通して果たしてきた役割を評価したう

えで、工学分野での日本の経験をマレーシアの高等教育に取り入れるための検討を行うこと

が合意されている。 

JICAは、これまで高等教育セクターに対しては、「職業訓練指導員上級技能訓練センター」

“Centre for Instructor and Advanced Skills Training：CIAST”（1982～1991年）、「マルチメディア

ネットワーク教育」（2001～2005年）、「アセアン工学系高等教育ネットワーク（Ⅰ），（Ⅱ）」

〔（Ⅰ）：2003～2008年、（Ⅱ）：2008～2013年〕の技術協力、「東方政策」（1999年供与）、「サ

ラワク大学建設事業」（1999年）、「高等教育基金借款事業（Ⅰ），（Ⅱ），（Ⅲ）」〔（Ⅰ）：1992年、

（Ⅱ）：1999年、（Ⅲ）：2006年〕の円借款により支援してきている。 

                                                        
4 日本の工学系大学では、教授や准教授の名を冠した研究室において、教員と学生が協同し研究を進めていくことを通じ教育を

行うことが一般的である。この研究重視・研究室中心教育には、特定の高い専門性、研究能力、課題設定・分析能力やコミ

ュニケーション能力・協調性の涵養に効果が高いと評価されている。 
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（4）他の援助機関の対応 

過去に行われた教育セクターに対する援助としては、アジア開発銀行による1997年（承諾）

の技術教育事業、世界銀行による1999年（承諾）の教育セクター支援事業がある。 

 

３．事業概要                                       

（1）事業目的 

本事業は、円借款「マレーシア日本国際工科院整備事業」の円借款附帯プロジェクトとし

て、カリキュラム・講座の策定、教員の任命と日本及びASEAN他国の大学と産業界との連携

強化を支援することにより、本体事業の目的である日本型工学教育の特長を生かした教育・

研究の拠点としてのMJIITの確立を一層促進し、もって、産業界の求める高い技術開発・研究

能力と労働倫理を備える人材の育成を図る。 

 

（2）プロジェクトサイト/対象地域名 

セランゴール州クアラルンプール（マレーシア工科大学（UTM）国際キャンパス内） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

MJIIT教員約300人、学生3,000人（いずれも計画） 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2013年5月～2018年4月を予定（計60カ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

4.6億円 

 

（6）相手国側実施機関 

責任機関/実施機関：マレーシア日本国際工科院（MJIIT） 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

① 専門家（予定派遣人月 総計156人/月） 

a）長期専門家 

- 副院長 

- 大学運営管理 

- 業務調整/産学連携 

b）短期専門家 

② カウンターパート（教員・技官など）の本邦研修（数カ月程度） 

③ JICA本部及びJUC幹事大学への事務スタッフの配置 

2）マレーシア側 

① カウンターパートの配置（学院長、副院長、各学科教員、職員など） 

② 教育課程運営、教員雇用、各種活動の実施にかかる経費 
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③ オフィススペース 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 

① カテゴリ分類（A、B、Cを記載）：C 

② カテゴリ分類の根拠 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン（2010年4月公布）」に記載されて

いる「一般に影響を及ぼしやすいセクター・特性、影響を受けやすい地域」に該当せず、

環境や社会への望ましくない影響が最小限かあるいはほとんどないと考えられるため。 

2）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

特になし。 

3）その他 

特になし。 

 

（9）関連する援助活動 

1）わが国の援助活動 

① 円借款「マレーシア日本国際工科院整備事業」（2012～2018年。2011年12月L/A調印。

上限66億9,700万円）：MJIITの教育・研究資機材等を整備することで工学教育の特長を生

かした教育・研究の拠点の確立を目的とする。総事業費は201億7,900万円で、円借款以外

の対応部分として、マレーシア側は、独自の予算にて、教員給与を含む教育課程運営費、

校舎建設、学生の日本への短期留学派遣費用等を負担している。本事業は当該円借款事

業の附帯プロジェクトである。また、MJIITの運営に関しては、わが国外務省が主導して、

日本側支援大学25校が日本側大学コンソーシアム（Japanese University Consortium：JUC）

を形成し、カリキュラム策定や、マレーシア政府予算でMJIITが雇用する日本人教員の人

選などを支援している。 

② 有償資金協力専門家派遣：副院長と業務調整/産学連携の2名の専門家を派遣しMJIITの

運営強化にかかる支援を行っている。両専門家は本事業の開始とともに本事業における

専門家にステータスを切り替える。 

2）他ドナー等の援助活動 

特になし。 

 

４．協力の枠組み                                     

（1）協力概要 

1）上位目標： 

マレーシアにおいて、日本型の工学教育を導入したCenter of ExcellenceとしてMJIITを設

立することにより、高い技術開発・研究能力と労働倫理を備える人材の育成を図り、もっ

て同国の国際競争力強化並びにASEANにおける地域協力の発展に寄与することを目的とす

る。 
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【指標】 

a. 卒業生数が4,433名に達する。 

b. 卒業後半年以内に就職をする学生の割合が80％に達する。 

 

2）プロジェクト目標： 

日本型の工学教育を導入したCenter of ExcellenceとしてMJIITを設立することを目的とし

た「マレーシア日本国際工科院整備事業」の円滑な実施が促進される。 

【指標】 

a. 在学生数が××名に達する。 

b. 教員1人当たり1年間の発表論文数が××本に達する。 

 

3）成果及び活動 

成果1：教育課程のカリキュラム及びその他の教育活動の計画が策定され実施される（既に策

定・開講済みの電子システム工学等の学部課程及び修士・博士課程カリキュラムが実施さ

れ、環境グリーン技術の学部課程のプログラムが策定・実施される）。 

【指標】 

1a. プロジェクト活動に基づいて開始された教育課程及びその他の教育活動数が××件に

達する。 

【活動】 

1-1. 環境・グリーン技術工学（EGT）プログラムに係る教育カリキュラムを策定・承認す

る。 

1-2. 開発されたカリキュラムに基づき教育課程を運営する。 

1-3. 日本語及び日本文化に関する活動を企画・実施する。 

1-4. 日本からの講師による公開講座、ワークショップ、セミナー等を実施する。 

1-5. 円借款事業で導入する機材の円滑な調達を促進する。 

 

成果2：「講座」制度が確立され運用される（既に設置済みの11講座に加え、××の講座が設置・

運用される）。 

【指標】 

2a. 確立された講座数が××に達する。 

【活動】 

2-1. 「講座」制度に係るマスタープランを策定する。 

2-2. 講座の運営に必要な教員・リソースを配置する。 

 

成果3：日本人教員が任命される（既に任命・着任済みの11名の教員に加え、××名の教員が

選定・任命される）。 

【指標】 

3a. マレーシア工科大学（UTM）により正式に任命された日本人教員数が××に達する。 

【活動】 

3-1. 短期派遣の日本人教員の採用方法を策定する。 
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3-2. 本邦支援大学以外からの日本人教員の採用・公募の方法を策定する。 

3-3. 日本人教員を採用する。 

 

成果4：日本及びASEAN他国の大学及び産業界に対する広報が強化される（海外からの応募者

数が現在の××名から××名に増加する）。 

【指標】 

4a. 海外からの応募者数が××名に達する。 

【活動】 

4-1. MJIITの広報促進のための適切な体制が構築される。 

4-2. ニュースレター等の広報媒体を開発し、日本の大学及び産業界に配布する。 

4-3. 日本及びASEANの大学及び産業界への広報を目的とした訪問と来訪の受入れを実施す

る。 

 

成果5：MJIIT及び本邦大学の教員による共同指導が実施される（これまで実績のない共同指

導のもとで勉強を開始した学生が××名に達する）。 

【指標】 

5a. マッチングの結果に基づいて共同指導のもとで勉強を開始した学生数が××に達する。 

【活動】 

5-1. 共同指導のための学生と本邦大学教員のマッチングを行う。 

5-2. MJIITの学生を本邦大学の共同指導教員のもとに短期派遣する。 

5-3. 年に一度、MJIIT・本邦支援大学コンソシアムによる合同シンポジウムを開催し共同指

導にかかるマッチングを促進する。 

 

成果6：本邦大学とのダブル・ディグリー・プログラムが実施される（これまで実績のないダ

ブル・ディグリー・プログラムが××件実施される）。 

【指標】 

6a. 実施されたダブル・ディグリー・プログラムの数が××に達する。 

【活動】 

6-1. 既に他国大学とのダブル・ディグリー・プログラムを有する本邦大学との間でダブル・

ディグリー・プログラムを形成するための委員会を設置する。 

6-2. ダブル・ディグリー・プログラムを形成する。 

6-3. その他の大学とのダブル・ディグリー・プログラムの可能性を検討するため日本及び

各大学の規程等を調査する。 

 

成果7：日本及びマレーシアの産業界及び本邦支援大学へのインターンシップ・プログラム5が

実施される（これまで実績のないインターンシップ・プログラムに参加を開始した学生が

××名に達する）。 

                                                        
5 MJIITにおけるIndustrial Training Programを、ここではインターンシップ・プログラムと訳している。Industrial Training Program

とは、学部学生が、企業、政府機関、NGO、大学等に最大12週間派遣されるプログラムで、単位付与の対象となる活動であ

る。 
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【指標】 

7a. インターンシップ・プログラムへの参加を開始した学生数が××名に達する。 

 

【活動】 

7-1. インターンシップ・プログラムの実施に係るガイドラインを策定する。 

7-2. インターンシップ・プログラムに関心を有する企業・本邦大学を発掘する。 

7-3. インターンシップ・プログラムにかかる連携先企業・本邦大学を決定する。 

7-4. 学生をインターンとして連携先企業・本邦大学に送る。 

 

成果8：日本の産業界との連携が強化される（これまで実績のない産学連携活動が××件に達

する）。 

【指標】 

8a. 開始された産学連携活動の数が××件に達する。 

【活動】 

8-1. 産学連携活動に関心のある企業を発掘する。 

8-2. 産学連携活動を企画・実施する。 

8-3. マレーシア日本人商工会議所（JACTIM）からの寄付金を活用した活動を企画・実施す

る。 

 

成果9：日本及びASEAN他国の大学との連携が強化される（これまで実績のない日本・ASEAN

他国の大学との連携活動が××件に達する）。 

【指標】 

9a. 開始された、日本及びASEAN他国の大学との連携活動の数が××件に達する。 

【活動】 

9-1. 教育・研究における大学間連携に関心を有する日本及びASEAN他国の大学を発掘する。 

9-2. 教育・研究における大学間の連携活動を企画・実施する。 

9-3. 日本及びASEAN他国の学生がMJIITに留学するための奨学金の財源を模索する。 

9-4. アセアン工学系高等教育ネットワーク（AUN/SEED-Net）の各種プログラムに参画する。 

 

成果10：本邦大学との交換留学プログラム6が実施される（これまで実績のない交換留学プロ

グラムに参加を開始した学生が××名に達する）。 

【指標】 

10a. 交換留学プログラムに参加を開始した学生の数が××に達する。 

【活動】 

10-1. 交換留学プログラムに係るガイドラインを策定する。 

10-2. 交換留学プログラムに関心を有する本邦大学を発掘する。 

10-3. 本邦大学との間で学生の派遣及び受入れを実施する。 

                                                        
6 MJIITにおける交換留学プログラム（Student Exchange Program）とは、学部学生が、カリキュラム外の活動として提携大学に

派遣される、もしくは派遣大学から学生の受入れを行うものである。 
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4）プロジェクト実施上の留意点 

各指標については、円借款本体事業の運用・効果指標に基づいて設定をしている。なお、

今回目標値が設定されていない指標に関しては、本事業開始から12カ月以内に、同運用・

効果指標の目標値（2020年時点）を踏まえながら関連実施機関と協議のうえ、決定する。 

 

（2）その他インパクト 

本事業は、本邦支援大学の国際化にも寄与することが期待される。 

 

５．前提条件・外部条件 （リスク・コントロール）                     

（1）事業実施のための前提 

・ マレーシア政府、日本政府、JUC及びJICAからの支援により実施される本体事業のスコー

プに大幅な変更が生じない。 

・ 教育課程の運営に必要な機材が調達・導入される。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

・ マレーシア政府、日本政府、JUC及びJICAからの投入が計画どおりになされ、本体事業が

計画どおりに実施される。 

 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ マレーシア政府、日本政府、JUC及びJICAからの投入が計画どおりになされ、本体事業が

計画どおりに実施される。 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・ 特になし。 

 

６．評価結果                                       

本事業は、マレーシア国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、ま

た計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                         

マレーシアにおける「高等教育基金借款」等の既往の高等教育分野における類似案件の事後評

価から、その成功要因として、相手国高等教育機関とわが国高等教育機関の連携事業の実施にあ

たっては、両者間の円滑なコミュニケーションと協力関係の構築を図ることの重要性があること

が指摘されている。本プロジェクトでは、これを行うために必要な人材を専門家として配置する

計画となっている。 

 

８．今後の評価計画                                    

（1）今後の評価に用いる主な指標 

４．（１）のとおり。 
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（2）今後の評価計画 

事業開始12カ月以内：目標値設定 

本事業終了6カ月前：終了時評価 

本体円借款事業終了2年後：事後評価 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査の背景と目的 

マレーシア（以下、「マレーシア」と記す）では現在、教育は、成長を支えるエンジンとして重

視されるとともに、重要な産業部門の1つとしても位置づけられ、「第10次マレーシア計画」にお

いても、エネルギーやビジネスサービス部門等のNKEAs（National Key Economic Area）を横断す

る「先端的な工学・科学・イノベーション分野のクラスター」を構築していくことがめざされて

いる。特に、産業界が必要とする研究開発（R&D）能力を備えた高度教育人材の不足が指摘され

ており、加えて労働倫理、コミュニケーション能力、チームワークやリーダーシップといったソ

フトスキルの不足も指摘されている。これらに対処するため、マレーシア日本国際工科院（Malaysia 

Japan International Institute of Technology：MJIIT）は、マレーシアに日本型の工学教育を導入するこ

とを目的とし、日本マレーシア政府間プロジェクトとして10年の構想を経て2011年にマレーシア

工科大学（Universiti Teknologi Malaysia：UTM）の下に設立された。わが国は、MJIITに対し教育・

研究用資機材やコンサルティング・サービスの提供を目的に、2011年12月に、66億9,700万円を上

限とする円借款貸付契約に調印した。総事業費は、201億7,900万円で、マレーシア側は、教員給与

を含む教育課程運営費、校舎建設、学生の日本への短期留学派遣費用等を負担している。 

MJIITの運営に関しては、外務省が主導して日本側支援大学25校が日本側大学コンソーシアム

（Japanese University Consortium：JUC）を形成し、カリキュラム策定や、マレーシア政府予算で

MJIITが雇用する日本人教員の人選などを支援している。MJIITには機械精密工学、電子・コンピ

ュータ工学、環境・グリーン技術工学、技術経営学、の4学部が設置されており、JUC側では各学

部に対応する小委員会が設置され、また、小委員会ごとに幹事大学が指名されている。さらに、JICA

は、有償勘定技術支援として副院長と業務調整/産学連携の2名の専門家を派遣しMJIITの運営にか

かる支援を行っている。 

他方、プロジェクトの進捗に伴い、教員の派遣についてはより多くの日本人教員の参加を確保

すべく複数の短期派遣の仕組みの構築のほか、JUC外からの公募も計画されるなど当初想定されて

いなかった枠組みの構築が求められている。また、共同指導や日本でのインターンの受入れなど、

JUCメンバー大学とMJIITの間の一層の連携・調整を通じ、更なる国際連携と産学連携の促進を図

っていくことが急務となっており、これら業務に対応できる実施体制の強化も必要となっている。 

このような状況を踏まえ、現在派遣中の2名のJICA専門家に加えて追加投入を行い、運営・維持

管理面の体制を強化することにより、円借款事業の目的であるマレーシアにおける日本型工学教

育の導入を一層促進し、円借款の開発効果の増大を図ることを目的とした円借款附帯プロジェク

トの形成を行うこととし、プロジェクトの詳細計画の検討と同計画の事前評価を行うために必要

な情報を収集・分析するために詳細計画策定調査を実施した。 

同調査ではまず、2013年3月17日～3月20日までJICA本部から調査団を派遣し先方関係者と協議

を行った。その後、同調査団との協議に都合により不参加であったMJIIT学院長（Megat教授）と

の協議を2013年4月18日にJICAマレーシア事務所を通じて行った。 
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１－２ 調査団の構成 

本邦から派遣した調査団の構成は次のとおり。各協議には同調査団とともにマレーシア事務所

が同席した。 

 

 担当分野 氏 名 所  属 

1 団長・総括 熊谷 晃子 JICA人間開発部次長兼高等教育・社会保障グループ長 

2 協力企画 岩間 望 JICA東南アジア大洋州部東南アジア第二課 課長 

3 高等教育 梅宮 直樹 JICA人間開発部高等・技術教育課 主任調査役 

 

１－３ 調査日程 

調査団の派遣期間は、2013年3月17日～3月20日までの日程で実施しました。 

調査日程の詳細は次のとおり。 

 

日時 内  容 

3月17日（日） 移動（成田→クアラルンプール） 

3月18日（月） 9:00～10:45 JICAマレーシア事務所との打合せ 

 11:15～12:45 MJIITとの協議 

 14:00～14:20 山本副院長・寺門専門家との協議 

 16:10～17:00 高等教育省との協議 

3月19日（火） 9:30～10:30 在マレーシア日本大使館への報告 

 13:30～15:00 山本副院長・寺門専門家との協議 

 16:00～17:00 JICAマレーシア事務所への報告 

 18:00～20:00 山本副院長・寺門専門家との協議 

 移動（クアラルンプール→成田。成田着は20日早朝）。 

 

また、同調査団との協議に都合により不参加であった、MJIIT学院長（Megat教授）との協議を

2013年4月18日にJICAマレーシア事務所を通じて行った。 

 

１－４ 主要面談者 

【MJIIT】 

氏 名 役 職 面談日 

Ir. Megat Johari B. Megat Mohd Noor 学院長 2013年4月18日 

Shahrum Shah b. Abdullah 副院長 2013年3月18日 

Sabaria binti Baharun 副院長 2013年3月18日 

山本 隆司 副院長 2013年3月18日、4月18日 

Zuriati Zakaria Head of EGT Dept 2013年3月18日 

Zaharah bt. Ahmad Deputy Registrar 2013年3月18日 

寺門 麻美子 JICA専門家 2013年3月18日 
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【高等教育省（MOHE）】 

氏 名 役 職 面談日 

Dato’ Prof. Dr. Rujhan Mustafa 
高等教育局局長 

（2013年3月31日まで） 

2013年3月18日 

Nadia Alias 担当官 2013年3月18日 

 

【在マレーシア日本大使館】 

氏 名 役 職 

佐藤 輝 参事官 

笠井 賢 一等書記官 

 

【JICAマレーシア事務所】 

氏 名 役 職 

佐藤 恭仁彦 所長 

大久保 恭子 次長 

三浦 佳子 所員 

Hafiz Othman 所員 
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第２章 プロジェクト実施の背景とニーズ 
 

２－１ 当該国における高等教育セクターの現状と課題 

1980年以降、マレーシアでは投資促進法の制定に伴う外国製造業の進出により、従来の農林水

産業に代わって製造業のシェアが拡大し、2009年には製造業のGDPに占める割合は25.5％となって

いる。他方で、近年、自由貿易協定の進展によるASEAN域内の関税引き下げや、低廉な労働力を

背景とする中国等の新たな生産拠点の台頭など、マレーシアをとりまく経済環境が変化するなか、

マレーシアの経済を牽引している製造業においては、外資主導による部品・中間財を輸入に依存

した部品組立・加工を中心とする労働集約型の生産拠点から、製品設計や研究・開発機能を併せ

た知識集約的な生産拠点にシフトする動きもみられ、こうした産業の高付加価値化や生産性の向

上に対応し得る高度な技術を有する人材の需要が高まっている。 

このような産業構造の転換と人材需要の変化がみられるなか、高等教育セクターでは、1990年

代後半以降、一連の法改正7により、高等教育機関の拡充が進められており、大学や技術専門学校、

コミュニティカレッジ（地域短期大学）等の新設・拡充による公立教育機関の学校数や学生定員

の増加のほか、マレーシア国内における海外大学の分校設立、海外高等教育機関との提携プログ

ラム等の私立教育機関の新設・拡充が図られている。かかる拡充により、国内の大学は、1995年

の国立大学8校、私立大学0校から、2011年にはそれぞれ20校、36校に増え、国内の高等教育就学

率は1998年の23％から、2010年には42％に増加した。高等教育就学人口数は1996年の53万人から、

2010年には87万人に増加している。 

しかしながら、高等教育就学者は増加しているものの、2009年にマレーシアで高等教育を修了

した学生のうち、27％は卒業後半年の時点で未就職であり、就職した学生のうち、33％は月額1,500

リンギット以下の収入しか得ていない8。学生の就職率が低い主な理由として、マレーシア産業界

からは、労働倫理、コミュニケーション能力、チームワークやリーダーシップ等のソフトスキル

の欠如も指摘されている。 

また、高等教育就学者の増加に伴い、生産管理などを担うエンジニアの労働人口自体は増加し

ているが、知識集約的な生産拠点を担うために必要とされる高度な人材の確保という観点からは、

研究開発（R&D）能力を備えた高度教育人材の供給が不足しているとされている9。 

今後、同国が順調な経済発展を遂げ、先進国入りを果たすためには、労働市場の需給ギャップ

を埋めるべく高等教育の質の改善を行い、R&D能力を備えるなど高度な技術知識及び労働倫理を

総合的に習得した、産業界が求める人材の育成ニーズに応えることが課題となっている。 

 

２－２ 当該国における高等教育セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

マレーシア政府による「第10次5カ年計画（2011～2015）」では、持続的な経済発展のため、技

術開発やイノベーションの促進、R&D活動強化等を重視し、産業界のニーズに合致した高度な知

識を有した人材の供給拡大を行うとしている。 

また、「高等教育戦略計画（2007～2020）」において、経済発展を遂げるためには、一流の知能

                                                        
7 1995年に、大学及び大学カレッジ法が改定され、これにより国立大学の法人化が推進された。また、1996年には、教育法及び

私立高等教育機関法が改定され、私立高等教育機関が公認された。 
8 Tenth Malaysia Plan 2011-2015, EPU。1リンギット＝約30円。 
9 Report on Survey of Industrial Human Resource Development in Malaysia 
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を有する人材を育成することにより、知的集約型経済の構築及びイノベーション創出が必要であ

るとし、R&D促進、高等教育の拡充、大学の国際化等を重点施策と位置づけている。具体的方策

として政府が指名する6つの研究重点大学の1つであるマレーシア工科大学（UTM）にマレーシア

日本国際工科院（MJIIT）を設立し、多くの日本の工学系大学が取り入れている研究重視・研究室

中心の教育10による最先端の技術知識や労働倫理の習得を促進することをめざしている。 

わが国は、2011年12年に貸付契約を締結した円借款事業「マレーシア日本国際工科院整備事業」

（上限66億9,700万円）において、MJIITの教育・研究資機材等を整備することで工学教育の特長を

生かした教育・研究の拠点を確立する支援を行っている。本事業は、現在派遣中の2名の有償資金

協力専門家（副院長及び業務調整/産学連携）に加えて技術協力の追加投入を行うことで円借款事

業の円滑な実施をめざすものである。 

 

                                                        
10 日本の工学系大学では、教授や准教授の名を冠した研究室において、教員と学生が協同し研究を進めていくことを通じ教育

を行うことが一般的である。この研究重視・研究室中心教育には、特定の高い専門性、研究能力、課題設定・分析能力やコ

ミュニケーション能力・協調性の涵養に効果が高いと評価されている。 
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第３章 技術協力プロジェクトの基本計画 
 

３－１ 上位目標 

上位目標はプロジェクトを実施することによって期待される長期的な効果であり、具体的には、

プロジェクト終了後3年～5年程度で対象社会において発現する効果と位置づけられている。本プ

ロジェクトの上位目標及びその達成度を測る指標は以下のとおりであり、本体円借款事業の事業

目的と同じ内容としている。 

 

上位目標：マレーシアにおいて、日本型の工学教育を導入したCenter of ExcellenceとしてMJIIT

を設立することにより、高い技術開発・研究能力と労働倫理を備える人材の育成を図り、も

って同国の国際競争力強化並びにASEANにおける地域協力の発展に寄与することを目的とす

る。 

【指標】 

a. 卒業生数が4,433名に達する。 

b. 卒業後半年以内に就職をする学生の割合が80％に達する。 

    

本プロジェクトでは、プロジェクト目標として『日本型の工学教育を導入したCenter of Excellence

としてMJIITを設立することを目的とした「マレーシア日本国際工科院整備事業」の円滑な実施が

促進される』を掲げている。よって、上位目標ではより高次の目標として、プロジェクト目標で

MJIITが設立されたことにより高い技術開発・研究能力と労働倫理を備える人材の育成を図ること

をめざす。人材育成の促進を示す指標としては、卒業生数と、卒業後半年以内に就職をする学生

の割合が指標として設定された。 

 

３－２ プロジェクト目標 

プロジェクト目標は、プロジェクト実施によって達成が期待されるターゲットグループや対象

社会に対する直接的な効果であり、プロジェクト終了時に達成されるものである。本プロジェク

トのプロジェクト目標及びその達成度を測る指標は以下のとおりである。具体的な目標値の設定

は、プロジェクト開始後1年以内をめどに行う。 

    

プロジェクト目標：日本型の工学教育を導入したCenter of ExcellenceとしてMJIITを設立するこ

とを目的とした「マレーシア日本国際工科院整備事業」の円滑な実施が促進される。 

【指標】 

c. 在学生数が××名に達する。 

d. 教員1人当たり1年間の発表論文数が××本に達する。 

 

３－３ 成果及び活動 

上記のプロジェクト目標を達成するための成果、成果の達成状況を測る指標、並びにそれぞれ

の成果を達成するための活動は以下のとおり。具体的な目標値の設定はプロジェクト開始後1年以

内をめどに行う。 
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成果1：教育課程のカリキュラム及びその他の教育活動の計画が策定・実施される（既に策定・

開講済みの電子システム工学等の学部課程及び修士・博士課程カリキュラムが実施され、環

境グリーン技術の学部課程のプログラムが策定・実施される）。 

【指標】 

1a. プロジェクト活動に基づいて開始された教育課程及びその他の教育活動数が××件

に達する。 

【活動】 

1-1. 環境・グリーン技術工学（EGT）プログラムに係る教育カリキュラムを策定・承認

する。 

1-2. 開発されたカリキュラムに基づき教育課程を運営する。 

1-3. 日本語及び日本文化に関する活動を企画・実施する。 

1-4. 日本からの講師による公開講座、ワークショップ、セミナー等を実施する。 

1-5. 円借款事業で導入する機材の円滑な調達を促進する。 

 

成果2：「講座」制度が確立され運用される（既に設置済みの11講座に加え、××の講座が設置・

運用される）。 

【指標】 

2a. 確立された講座数が××に達する。 

【活動】 

2-1. 「講座」制度に係るマスタープランを策定する。 

2-2. 講座の運営に必要な教員・リソースを配置する。 

 

成果3：日本人教員が任命される（既に任命・着任済みの11名の教員に加え、××名の教員が選

定・任命される）。 

【指標】 

3a. マレーシア工科大学（UTM）により正式に任命された日本人教員数が××に達する。 

【活動】 

3-1. 短期派遣の日本人教員の採用方法を策定する。 

3-2. 本邦支援大学以外からの日本人教員の採用・公募の方法を策定する。 

3-3. 日本人教員を採用する。 

 

成果4：日本及びASEAN他国の大学及び産業界に対する広報が強化される（海外からの応募者数

が現在の××名から××名に増加する）。 

【指標】 

4a. 海外からの応募者数が××名に達する。 

【活動】 

4-1. MJIITの広報促進のための適切な体制が構築される。 

4-2. ニュースレターなどの広報媒体を開発し、日本の大学及び産業界に配布する。 

4-3. 日本及びASEANの大学及び産業界への広報を目的とした訪問と来訪の受入れを実施

する。 
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成果5：MJIIT及び本邦大学の教員による共同指導が実施される（これまで実績のない共同指導

のもとで勉強を開始した学生が××名に達する）。 

【指標】 

5a. マッチングの結果に基づいて共同指導のもとで勉強を開始した学生数が××に達す

る。 

【活動】 

5-1. 共同指導のための学生と本邦大学教員のマッチングを行う。 

5-2. MJIITの学生を本邦大学の共同指導教員のもとに短期派遣する。 

5-3. 年に一度MJIIT・本邦支援大学コンソシアムによる合同シンポジウムを開催し共同指

導にかかるマッチングを促進する。 

 

成果6：本邦大学とのダブル・ディグリー・プログラムが実施される（これまで実績のないダブ

ル・ディグリー・プログラムが××件実施される）。 

【指標】 

6a. 実施されたダブル・ディグリー・プログラムの数が××に達する。 

【活動】 

6-1. 既に他の国大学とのダブル・ディグリー・プログラムを有する本邦大学との間でダ

ブル・ディグリー・プログラムを形成するための委員会を設置する。 

6-2. ダブル・ディグリー・プログラムを形成する。 

6-3. その他の大学とのダブル・ディグリー・プログラムの可能性を検討するため日本及

び各大学の規程などを調査する。 

 

成果7：日本及びマレーシアの産業界及び本邦支援大学へのインターンシップ・プログラム11が

実施される（これまで実績のないインターンシップ・プログラムに参加を開始した学生が×

×名に達する）。 

【指標】 

7a. インターンシップ・プログラムへの参加を開始した学生数が××名に達する。 

【活動】 

7-1. インターンシップ・プログラムの実施に係るガイドラインを策定する。 

7-2. インターンシップ・プログラムに関心を有する企業・本邦大学を発掘する。 

7-3. インターンシップ・プログラムにかかる連携先企業・本邦大学を決定する。 

7-4. 学生をインターンとして連携先企業・本邦大学に送る。 

 

成果8：日本の産業界との連携が強化される（これまで実績のない産学連携活動が××件に達す

る）。 

【指標】 

8a. 開始された産学連携活動の数が××件に達する。 

                                                        
11 MJIITにおけるIndustrial Training Programをここではインターンシップ・プログラムと訳している。Industrial Training Program

とは、学部学生が、企業、政府機関、NGO、大学等に最大12週間派遣されるプログラムで、単位付与の対象となる活動であ

る。 
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【活動】 

8-1. 産学連携活動に関心のある企業を発掘する。 

8-2. 産学連携活動を企画・実施する。 

8-3. マレーシア日本人商工会議所（JACTIM）からの寄付金を活用した活動を企画・実施

する。 

 

成果9：日本及びASEAN他国の大学との連携が強化される（これまで実績のない日本・ASEAN

他国大学との連携活動が××件に達する）。 

【指標】 

9a. 開始された、日本及びASEAN他国の大学との連携活動の数が××件に達する。 

【活動】 

9-1. 教育・研究における大学間連携に関心を有する日本及びASEAN他国の大学を発掘す

る。 

9-2. 教育・研究における大学間の連携活動を企画・実施する。 

9-3. 日本及びASEAN他国の学生がMJIITに留学するための奨学金の財源を模索する。 

9-4. アセアン工学系高等教育ネットワーク（AUN/SEED-Net）の各種プログラムに参画す

る。 

 

成果10：本邦大学との交換留学プログラム12が実施される（これまで実績のない交換留学プログ

ラムに参加を開始した学生が××名に達する）。 

【指標】 

10a. 交換留学プログラムに参加を開始した学生の数が××に達する。 

【活動】 

10-1. 交換留学プログラムに係るガイドラインを策定する。 

10-2. 交換留学プログラムに関心を有する本邦大学を発掘する。 

10-3. 本邦大学との間で学生の派遣及び受入れを実施する。 

 

３－４ 外部条件の分析 

想定される外部条件は以下のとおり。 

（1）事業実施のための前提 

・ マレーシア政府、日本政府、JUC及びJICAからの支援により実施される本体事業のスコープ

に大幅な変更が生じない。 

教育課程の運営に必要な機材が調達・導入される。 

（2）成果達成のための外部条件 

・ マレーシア政府、日本政府、JUC及びJICAからの投入が計画どおりになされ、本体事業が計

画どおりに実施される。 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

                                                        
12 MJIITにおける交換留学プログラム（Student Exchange Program）とは、学部学生が、カリキュラム外の活動として提携大学に

派遣される、もしくは派遣大学から学生の受入れを行うものである。 
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・ マレーシア政府、日本政府、JUC及びJICAからの投入が計画どおりになされ、本体事業が計

画どおりに実施される。 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・ 特になし。 

 

３－５ 投入 

日本側及びマレーシア側の投入計画は以下のとおり。 

    

（1）日本側 

1）専門家（予定派遣人月 総計156人/月） 

a）長期専門家 

- 副院長 

- 大学運営管理 

- 業務調整/産学連携 

2）短期専門家 

3）カウンターパート（教員・技官など）の本邦研修（数カ月程度） 

4）JICA本部及びJUC幹事大学への事務スタッフの配置 

 

（2）マレーシア側 

1）カウンターパートの配置（学院長、副院長、各学科教員、職員など） 

2）教育課程運営、教員雇用、各種活動の実施にかかる経費 

3）オフィススペース 

 

３－６ プロジェクト・サイトと裨益者 

（1）プロジェクトサイト/対象地域名 

セランゴール州クアラルンプール（UTM国際キャンパス内） 

 

（2）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

MJIIT教員約300名、学生3,000名（いずれも計画） 

 

３－７ 協力期間 

2013年6月～2018年6月を予定（計60カ月） 

 

３－８ 他プロジェクトとの関係・連携 

（1）わが国の援助活動（主なもの） 

1）円借款「マレーシア日本国際工科院整備事業」（2012年～2018年。2011年12月L/A調印。

上限66億9,700万円）：MJIITの教育・研究資機材等を整備することで工学教育の特長を生か

した教育・研究の拠点の確立を目的とする。総事業費は201億7,900万円で、円借款以外の対

応部分として、マレーシア側は、独自の予算にて、教員給与を含む教育課程運営費、校舎

建設、学生の日本への短期留学派遣費用等を負担している。本事業は当該円借款事業の付
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帯プロジェクトである。また、MJIITの運営に関しては、わが国外務省が主導して日本側支

援大学25校が日本側大学コンソーシアム（JUC）を形成し、カリキュラム策定や、マレーシ

ア政府予算でMJIITが雇用する日本人教員の人選等を支援している。 

2）有償資金協力専門家派遣：副院長と業務調整/産学連携の2名の専門家を派遣しMJIITの運

営強化にかかる支援を行っている。両専門家は本事業の開始とともに本事業における専門

家にステータスを切り替える。 

 

（2）他ドナー等の援助活動 

過去に行われた教育セクターに対する援助としては、アジア開発銀行による1997年（承諾）

の技術教育事業、世界銀行による1999年（承諾）の教育セクター支援事業がある。 

 

３－９ 主な意見交換の内容 

詳細計画策定調査におけるMJIITとの協議における主な意見交換の内容は次のとおり。 

    

（1）各指標にかかる具体的な到達目標値については、MJIIT本体事業の効果指標も踏まえながら、

2020年が目標期限である効果指標の中間地点での目標値（本件附帯プロジェクトは2018年ま

で）を、プロジェクト開始後1年以内をめどに関係者間で検討のうえ設定することとした。 

 

（2）成果4「日本とASEANの大学や産業界への広報」については、知名度の向上が重要であるこ

とに加え、海外並びに日本からの留学生獲得に際しての奨学金の提供が課題であるところ、

JICAが奨学金を提供できないことについてはマレーシア側は理解をしつつ、奨学金のソースの

模索・検討が重要であるところ、活動として追加することとした（活動9-3）。 

 

（3）成果6「ダブル・ディグリー・プログラムの実施」については、日本の大学が互換可能な単

位が10単位に限定されるなどの制約もあり、容易ではないが、ぜひ実現していきたいとマレー

シア側が強調した。MJIITによる他大学とのダブル・ディクリー・プログラムの実施からの教

訓なども踏まえて検討することとした。 

 

（4）UTM/MJIITにおける各種プログラムの定義は次のとおりであり、PDM（Project Design Matrix）

等で各プロジェクトの活動についてこれらプログラムに言及する場合には、誤解を避けるため

に随時注釈をつけることとした。 

1）Industrial Training Program：学部生が課程の一環として最大12週間、企業、大学、NGOな

どで行うインターンのこと。 

2）Internship Program：大学院生が同様に行うもの。 

3）Student Exchange Program：学部生がカリキュラム外でサマースクールなどの形で他国に

滞在するもの。 

 

（5）成果10「交換留学プログラムの実施」については、本邦大学への学生の送り出しだけでな

く本邦大学からの学生の受入れもあることを確認した。 
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（6）日本語教育に係る人材の配置についてマレーシア側から要請があり、その可能性について

は引き続きJICAがMJIITと相談しつつ検討していくこととした。 

    

（7）JICAから追加派遣される長期専門家（大学運営管理）へのアカデミック・ステータスの付

与についてMJIITが可能性を検討することした。 

 

（8）JICA専門家チーム、円借款コンサルタントチーム、その他関係者の間の役割分担（デマケ

ーション）の詳細について、重複を避けるために今後、さらに関係者間で検討をすることとし

た。 

 

（9）特に新規にガイドラインなどを策定のうえ、実施していくプログラム（インターンシップ、

交換留学など）については、PDCA（plan-do-check-act）サイクルに基づいて各サイクルの実施

の結果を十分にモニタリングし、その結果を踏まえガイドラインを順次改善していくことが必

要であることを確認した。 
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第４章 プロジェクト実施の妥当性 
 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトは、以下のとおり、マレーシア国政府の政策、わが国の援助政策、MJIITのニー

ズと整合性を有しており、妥当性は高いと見込まれる。 

 

（1）対象国開発計画との整合性 

マレーシア政府による「第10次5カ年計画（2011～2015）」では、持続的な経済発展のため、

技術開発やイノベーションの促進、R&D活動強化等を重視し、産業界のニーズに合致した高

度な知識を有した人材の供給拡大を行うとしている。 

また、「高等教育戦略計画（2007～2020）」において、経済発展を遂げるためには、一流の

知能を有する人材を育成することにより、知的集約型経済の構築及びイノベーション創出が

必要であるとし、R&D促進、高等教育の拡充、大学の国際化等を重点施策と位置づけている。

具体的方策として政府が指名する6つの研究重点大学の1つであるマレーシア工科大学（UTM）

にマレーシア日本国際工科院（MJIIT）を設立し、多くの日本の工学系大学が取り入れている

研究重視・研究室中心の教育による最先端の技術知識や労働倫理の習得を促進することをめ

ざしている。 

 

（2）わが国援助政策との整合性 

2012年4月の対マレーシア国別援助方針において、先進国入りに向けた均衡のとれた発展へ

の支援を重点分野とし、わが国の経験や高い技術を活用した協力や人的交流を通じた両国間

の理解促進を推進することとしている。 

また、2010年4月に鳩山首相（当時）とナジブ首相の間で発表された「日・マレーシア共同

首脳声明」においては、マレーシア政府が東方政策を通して果たしてきた役割を評価したう

えで、工学分野での日本の経験をマレーシアの高等教育に取り入れるための検討を行うこと

が合意されている。 

 

（3）対象セクター・大学のニーズとの整合性 

既述のとおり、マレーシアでは、高等教育就学者は増加しているものの、2009年にマレー

シアで高等教育を修了した学生のうち、27％は卒業後半年の時点で未就職であり、就職率が

低い主な理由として、マレーシア産業界からは、労働倫理、コミュニケーション能力、チー

ムワークやリーダーシップ等のソフトスキルの欠如が指摘されている。MJIITでは、日本人教

員の派遣も行いながら、多くの日本の工学系大学が取り入れている研究重視・研究室中心の

教育による最先端の技術知識や日本的な労働倫理の習得を促進することをめざしている。ま

た、この研究重視・研究室中心教育には、特定の高い専門性、研究能力、課題設定・分析能

力やコミュニケーション能力・協調性等のソフトスキルの涵養に効果が高いと評価されてお

り、マレーシアの労働市場のニーズに整合しているといえる。 

また、本プロジェクトの成果、活動は、対象大学（MJIIT）の事業目標や計画に沿って計画

されており、MJIITのニーズに合致している。 

また、MJIITの運営に関しては、わが国外務省が主導して日本側支援大学25校が日本側大学
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コンソーシアム（JUC）を形成し、カリキュラム策定や、マレーシア政府予算でMJIITが雇用

する日本人教員の人選等を支援している。MJIITには機械精密工学、電子・コンピュータ工学、

環境・グリーン技術工学、技術経営学、の4学部が設置されており、JUC側では各学部に対応

する小委員会が設置され、また、小委員会ごとに幹事大学が指名されている。さらに、JICA

は、有償勘定技術支援として副院長と業務調整/産学連携の2名の専門家を派遣しMJIITの運営

にかかる支援を行っている。 

他方、プロジェクトの進捗に伴い、教員の派遣についてはより多くの日本人教員の参加を

確保すべく複数の短期派遣の仕組みの構築のほか、JUC外からの公募も計画されるなど当初想

定されていなかった枠組みの構築が求められている。また、共同指導や日本でのインターン

の受入れなど、JUCメンバー大学とMJIIT双方の一層の連携・調整を通じ、更なる国際連携と

産学連携の促進を図っていくことが急務となっており、これら業務に対応できる実施体制の

強化も必要となっている。 

このような状況を踏まえ、本円借款附帯プロジェクトは、現在派遣中の2名のJICA専門家に

加えて追加投入を行って運営・維持管理面の体制を強化することにより、MJIIT事業の目的で

あるマレーシアにおける日本型工学教育の導入を一層促進し、円借款の開発効果の増大を図

るものであり、この点でもMJIITのニーズに合致しているといえる。 

 

４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は、以下の理由から高いと見込まれる。 

プロジェクト目標は『日本型の工学教育を導入したCenter of ExcellenceとしてMJIITを設立する

ことを目的とした「マレーシア日本国際工科院整備事業」の円滑な実施が促進される』である。「マ

レーシア日本国際工科院整備事業」にて、同学院の確立のための事業計画とそれに必要なマレー

シア政府、日本政府、JUC及びJICAによる投入が計画されており、本プロジェクトの実施によりそ

の円滑な実施を促進することをめざすことは妥当であり、達成可能な目標であるといえる。ただ

し、外部条件として明記しているとおり、マレーシア政府、日本政府、JUC及びJICAからの投入が

計画どおりになされ、本体事業が計画どおりに実施されることが目標達成のためには必要な条件

となる。 

 

４－３ 効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効率性が高いと見込まれる。 

第一に、本プロジェクトを形成するにあたっては、基本的には新しい実施体制を構築すること

はせず、例えば、評価の実施にあたっては既に本体円借款事業の実施のために設置されている

Technical Committeeを活用するなど、本体円借款事業の実施、もしくはMJIITとして既に有してい

る既存の組織を活用することとしている。 

第二に、プロジェクトの目標・成果・活動の設定においても、本体円借款事業と整合性をとり、

これに沿う形にしていることから、追加で一から新しい活動を実施したり、そのために追加で投

入を行うといったことは計画していない。本体円借款事業と一体となった事業計画とすることで

効率的な計画が策定されている。 
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４－４ インパクト 

本プロジェクトによって、以下のとおり正のインパクトの発現が期待できる。 

    

（1）上位目標 

上位目標「マレーシアにおいて、日本型の工学教育を導入したCenter of Excellenceとして

MJIITを設立することにより、高い技術開発・研究能力と労働倫理を備える人材の育成を図り、

もって同国の国際競争力強化並びにASEANにおける地域協力の発展に寄与することを目的と

する。」は、本プロジェクトが「本体円借款事業の円滑な実施促進」という目的をもったプロ

ジェクトであるという性格上、本体円借款事業の事業目的と同じ内容で設定がされている。

本上位目標は、プロジェクト目標を踏まえると、プロジェクト終了後数年という期間で実現

可能なレベルに設定されているといえる。 

 

（2）想定されるその他の正のインパクト 

1）本プロジェクト並びに本体円借款事業の実施を通じて、MJIITと日本側コンソーシアム大

学をはじめとする本邦各大学との関係が強化されることで、将来的には、プロジェクト外

での大学間の交流協定の覚書（MOU）の締結、本邦支援大学及びメンバー大学との間で自

己資金による共同研究、新しいコース設置にかかる相互支援などのインパクトが産出され

ることが期待される。 

2）MJIITへのASEAN地域外からの留学生の増加が進むことで、上位目標にある「マレーシア

国の国際競争力強化並びにASEANにおける地域協力の発展に寄与すること」を越えて、ほ

かの地域の発展にも寄与することが期待される。 

3）本邦支援大学において、本プロジェクトを通じて留学生が増加したり、各大学学生の国

際交流の機会が増加するなど、各大学の国際化に資するインパクトの産出も期待される。

また、UTM/MJIITが今後その研究能力を向上していくことが期待されるなか、UTM/MJIIT

は本邦大学にとって、研究の観点からも相互に便益のあるパートナーとなっていくと考え

られる。したがって、今後の共同研究活動を通じた本邦支援大学の国際化とその研究水準

の向上への貢献も期待される。 

4）人材の輩出だけでなく、研究における産学連携活動の強化も成果の1つとされていること

から、マレーシアやASEAN地域の産業界への裨益が見込まれるとともに、日本企業との連

携も検討されていることから、将来的にわが国企業及び経済への波及効果も期待できる。 

 

４－５ 持続性 

本プロジェクトは、プロジェクト期間終了後も各関係者により活動を継続するためのある程度

の予算が確保されれば、一定の持続性が見込まれる。 

    

（1）政策・制度面 

マレーシア政府は現在のところ、技術開発やイノベーションの促進、R&D活動強化等を重

視し、産業界のニーズに合致した高度な知識を有した人材の供給拡大を行うとし、科学技術

及び産業の振興に資する人材育成は優先課題とされている。また、2011年に実施された「ア

セアン工学系高等教育ネットワークプロジェクト産業界・高等教育セクターニーズ調査報告
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書」によると、ASEAN全体で第二次・第三次産業のシェアが拡大しており、マレーシアを含

むASEAN各国において研究開発需要の増大やイノベーション指標の上昇が確認されているこ

とから、今後長期にわたり、マレーシアにおいても高度人材育成・供給を重視する政策は継

続される可能性が高い。 

また、成果6及び10のもとで、MJIITと本邦支援大学によるダブル・ディグリー・プログラ

ムの実施や交換留学プログラムの実施を検討することとなっており、MJIITと本邦支援大学間

で持続的な活動を行うための制度づくりにつながる活動が行われることとなっており、制度

的な持続性の確保が期待できる。 

 

（2）組織・財政面 

組織面では、本体円借款事業及び本附帯プロジェクトが計画どおり目標を達成すれば、計

画するすべての学部・大学院プログラムが開講し、また、そのための運営組織が確立する。

また、研究を実施する体制として講座制度も確立することになるので、プロジェクト終了後

の持続性は高いと考えられる。 

財政面では、各活動に必要な予算は本体円借款事業及びそのためのマレーシア政府による

予算計画により措置されることとなっており、計画どおりの予算措置がなされれば問題はな

い。ただし、本プロジェクトの枠内ではないが、海外からの留学生の受入れや日本からの留

学生の受入れなど、予算措置がなされておらず今後、新たな資金源の確保が必要な事業も

MJIITは推進していきたいとしており、活動9-3として含めているとおり、日本及びASEAN他

国の学生がMJIITに留学するための奨学金の財源を模索することもプロジェクトの活動とし

て行っていく必要があり、この点の成否が財政面での持続性を左右する可能性がある。また、

そのほかの各種競争的資金の獲得を進めることで持続性を高めることが可能となる。 

 

（3）技術面 

大学運営の観点からは、5年間の本プロジェクトを通じて運営管理能力の強化、運営管理体

制の構築を図ることがめざされているが、同時に、5年の間に日本側の投入は漸減していき、

その間に、円借款により雇用されるコンサルタンティング・サービス及びMJIIT自身にその役

割を順次移行していくことにより、本プロジェクト終了後の自立性を確保する計画となって

いる。 

また、学術的な技術については、MJIIT及び本邦支援大学とのネットワークがプロジェクト

を通じて更に強化されることにより、プロジェクト終了後もネットワークを通じた技術交流

の継続が期待されることから、持続性は高いといえる。 

 

４－６ 結論 

上述のとおり、本プロジェクトの総合的な実施妥当性は高い。プロジェクトは対象国の政策及

び大学のニーズと整合性をもつと同時に、本体円借款事業と一体となった事業を計画することに

より、有効性、効率性、インパクトも見込まれる。なお、具体的な数値が固まっていない目標値

については、プロジェクト開始後1年以内をめどに確定される必要がある。 
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４－７ 貧困・ジェンダー・環境への配慮 

本プロジェクトは、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年4月公布）に掲げる影響

を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない影

響は最小限であると判断される。 

 

４－８ 過去の類似案件からの教訓の活用 

マレーシアにおける「高等教育基金借款」等の既往の高等教育分野における類似案件の事後評

価から、その成功要因として、相手国高等教育機関とわが国高等教育機関の連携事業の実施にあ

たっては、両者間の円滑なコミュニケーションと協力関係の構築を図ることが重要であることが

指摘されている。本プロジェクトでは、これを行うために必要な人材を専門家として配置する計

画となっている。 

 

４－９ 今後の評価計画 

事業開始12カ月以内：目標値設定 

本事業終了6カ月前：終了時評価 

本体円借款事業終了2年後：事後評価 
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第５章 討議議事録（Record of Discussion）の署名 
 

2013年5月31日に、それぞれクアラルンプールと東京の地で、マレーシア工科大学ザイニー副学

長及びJICA人間開発部萱島信子部長により討議議事録（R/D）の署名が行われた。また、同年6月4

日に外務本省（東京）において、同時期に来日中であったマレーシア工科大学関係者とJICAとの

間で同議事録の交換式が行われた。なお、事前の高等教育省（MOHE）との協議の結果、高等教育

省によるwitnessとしての署名は行わないこととした。 

 



付 属 資 料 

 

１．討議議事録（Record of Discussion）  
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